
国民所得を８０万円増やす経済政策 

アベノミクスに対する５つの提案  

 藤井 聡 １９６８年生まれ京大大学院工学研究科教授・内閣官房参与 

２０１５年９月安倍総理はアベノミクスの果実を生かして 「新三本の矢」 を放つと宣言 

第一の矢は 「希望を生み出す強い経済」 の実現で具体的には GDP６００兆円の実現

であり（２０２０年頃）これは現在の GDP５００兆円の１．２倍であり年８０万円の所得増加を

意味する、更に日銀のすすめている 「２％物価ターゲット政策」 を拡張したものであり、

新アベノミクスは 「アベノミクスを大成功させて毎年３～４％ずつ成長させて、経済再生

ケースを実現する」 という極めて意欲的な宣言、但し政府が適切な経済政策を行わず

消費税増税や緊縮財政を行えば実現は不可能。 

｛ ジョセフ・スティグリッツ教授とポール・クルーグマン教授の来日提言 ｝ 

 ２０１６年３月ノーベル経済学賞受賞二人の提言も 「デフレを終わらせるため緊縮財政

と決別して積極財政を行うべし」 と 

 両教授の世界経済診断結果は現在大停滞不況とし、世界中で失業増・所得低迷・

貧困の広がり・一部トップ層に富が集中し格差拡大の悲惨な状態と、中間層の所得は

過去３０年間ほとんど増えず、最下層の実質賃金は６０年前より悪化、ヨーロッパは更に

危機的な状況、若者間に失業が広がり深刻な社会問題、中国経済も急激に経済状況

が悪化で足を引っ張る存在。 

 クルーグマン教授は 「経済の悲惨な状態に陥る」 ことを日本化と呼び欧州は今、正

に１９９９年に日本がデフレに突入した年とそっくりだと。 

｛ 日本化により日本は坂道を転げ落ちていった ｝ 別表 １ 

 名目 GDP は１９９５年時点で日本は米国の約７割、欧州の約半分の水準から２０１０年に

中国に抜かれ２０１４年には半分以下、米国には３，７倍、欧州には４，７倍、嘗て世界の

GDP で日本シェア１７，３％から約三分の一、５，９％に・日本のデフレの正体は国民が

貧しくなっていく現象で物価も下がるが所得が激しく低くなる現象でデフレこそ 「諸悪の

根源」 であり 「待機児童問題」 「介護問題」 「スキーバス事故など安全問題」 「シャ

ープ身売り等日本メーカーの衰退問題」 「東京一極集中・地方衰退問題」 「防災・教

育・防衛等公共サービスの劣化問題」 「政府の借金問題」 「少子化・人口減少問題」 

「外交力低下、対中国・ソ連領土問題」 貧すれば鈍す全ての歯車が狂い始めている。 

 

                                                  P １ 



｛ クルーグマン・スティグリッツのデフレ終息の積極財政政策 ｝   

 緊縮財政政策を止めること以外に道はない、積極財政政策にすべし 「増税はせず・

政府支出拡大」 を提言。 

｛ 積極財政の必要性 ｝ 

 デフレとは ①供給より需要が少ない状況であらゆる市場や業界で客が少ない、政府

推計でデフレギャップは過去１～２年で１０～２０兆円程度 ②売れ残りがあることは所得

が下がるつまり給料が下がり失業・倒産が増える ③モノの値段が下がり１００円ショップ

増、安い衣料・牛丼、給料安 ④競争の激化・格差拡大 ⑤企業が内部留保ばかり厚く

する ⑥供給力が失われていく ⑦結果後進国化する（一度毀損した供給力・生産力

は回復が極めて困難） ⑧諸悪の根源需要不足を解消せよ、国内最大の経済主体の

政府こそ可能だ ⑨財政政策による治療は数年限定で需要を増やせば一般の需要は

徐々に回復し最後には財政の支援なく成長する ⑩打ち上げロケットが地球引力を脱

出するときのように十分な速度の確保が必要と同時にクルーグマンは財政政策も２～３

年の限定が必要と ⑪クルーグマンとスティグリッツも構造改革は需要創造からは的外

れな政策に過ぎないと。 

｛ デフレは社会心理現象～緊縮・競争主義がデフレ脱却を阻む ｝ 

＊デフレは経済・社会、更に人々の心もデフレ化させ、競争するのが良い事、しないの

は悪い事と考える、小泉首相の構造改革・民営化、橋下徹の維新旋風・大阪都構想

も世論の圧倒的支援を得るものだった。 

＊デフレ社会ではケチは美徳と考え緊縮主義が横行、企業も人々も消費より貯蓄で自

分達がやっている事は善きこととみなしそうでないことを悪い事とみなす心理的傾向 

＊政府の借金問題をことさら重大視させ政府の無駄を削れ！が政治的スローガンの

力となり民主党政権下の 「事業仕分け」 の発現。 

＊デフレ下では企画部局・国交省は凋落、財政部門の財務省が圧倒的な力を掌握し

てデフレを強化させ悪夢の様なデフレスパイラルが進行した。 別表 ２ 

｛ 日本破綻論というウソ話 ｝ 

 クルーグマンは 「日本は自国の通貨を持っているから最悪の事態が起こっても円安

になるだけだ、しかもそれは日本にとって良いことですらある」 と 

１． 自国通貨建てで金を借りた政府が倒産した例は存在しない（クルーグマン教授） 

２． 自国通貨建ての借金の意味を知るノーベル経済学受賞学者とそれを理解しようとし

ない東大経済学部の教授達は嘘の話を宣伝し続けている。 

３． 破綻に備える金利商品 CDS も日本国債では全然売れていない、        P ２ 



吉川洋教授は株主が日本人なら大丈夫か？大事なのはファンダメンタルズ、国債

で云えば財政の健全性だと～全く何の反論でもない例えに筆者は目が点になった。 

４． 金利の低さや CDS の売れ行きは破たんリスクの低さを示している、２０００年頃からの

日本国債空売りを仕掛けた人たちは皆手ひどい損失を被り日本国債暴落シナリオ

はほとんど不可能、政府が破たんしたギリシャ国債は最大約４０％の金利を付けた。 

５． デフレ下で国債金利の低さはニーズの高さでもあり、財務省はここ数年前倒し債の

発行上限は２０１１年頃１０兆円強を２０１６年には５０兆円近くの水準に引き上げている。 

６． デフレ状況では高齢化社会で出資がかさみ税収も少なく政府は借金を仕方なく増

やすのが現実の姿なるも、日本経済における三つの経済主体 「民間」 「政府」 

「海外」の貯蓄バランスは（貸付から借り受を差し引き）借手・貸手の変動はあっても

三者の合計ではほぼゼロという事実、不況になれば民間は貯蓄・内部留保ばかり増

やし約５０兆円（増加ベース）で結局政府の借金は拡大へ。 

７． デフレ下での政府緊縮は一国の経済を死に至らしめる不道徳行為である！ 

８． 民間も金を使わないとなれば資本主義経済それ自身が回らなくなりなるのでデフレ

下での政府緊縮財政は政府のなすべき仕事の責任放棄となる愚かな極みだ。 

｛ プライマリーバランスの目標が財政を悪化させている ｝ 

～日本破綻論は何がおかしいのか～ 

１． ギリシャが破たんしたのは自ら通貨発行できずユーロからだったから、日本は政府の

子会社である日銀が発行する通貨だから金を返せない事態は考え難い 

２． 日本国債市場は累積債務が増加するほど金利が安くなる現象がある 

３． マーケットは政府に借金を増し投資を促す低金利・国債不足の圧力をかけている 

４． 日本経済破綻論者は政府の倫理と家計の倫理を混同している、国家は投資により

税収を増やしデフレを終わらせる強力なパワーがある。 

５． 日銀がしっかりしていれば国際暴落 X デーが来ても最後はメリットすら生まれる 

それは円安となるから輸出が確実に伸びるから、しかしクルーグマンは最悪中の最

悪シナリオは日本では 「起りえない」 と 

｛ 日本財政再建目標は 「債務対名目 GDP 比」 の縮減が合理的である ｝ 

 債務問題は長期的には懸念すべきではあるが筆者は 「累積債務」 の 「名目 GDP

比」 に対する割合（債務対名目 GDP 比）の安定化と長期的な縮減が必要であり、これ

を国際公約しているのが実態、この目標が優れているのは、ある程度借金が増えても

成長してそれ以上に名目 GDP が伸びればこの数値は 「縮減」 していくことになる。  

 主要先進国で PB 目標を掲げているのは日本だけで経済成長を度外視して PB の改

善が債務対名目 GDP 比の改善を意味すると云う非現実的な仮定。         P ３ 



 名目成長率２０１１年△２，３％～２０１５年２，５％ PBは２０１１年△２２，８兆円、２０１５年は

△１３，４兆円と改善、２０１１年の PB 悪化量は１１，２％が２０１５年の債務対名目 GDP 比で

は０，２％と安定化している。 

 PB 目標達成のために緊縮財政で市場は国債不足となった～２０１２年国債発行４７，５

兆円 ２０１３年４０，９兆円 ２０１４年４０，５兆円 ２０１５年３６，９兆円 一方前倒し国債発行

上限額は４０兆円から５０兆円近くに引き上げている。 

 PB 目標達成のために消費税増税２０１４年５％から８％に引き上げられて景気は低迷

して消費税増税分の６～７兆円は実質消費の低迷でほぼ同額縮小してしまった。 

｛ 財政再建論議 ｝ 

 １９９７年橋本政権下で財政構造改革法が成立し赤字国債削減目標が掲げられたが

翌年には凍結、２００２年の小泉内閣は PB を１０年でゼロ目標設定公共投資も約３割削

減 PB 赤字は五分の一に改善したが債務対名目 GDP 比は逆に６，６％悪化した。 

２００６年リーマンショック発生、麻生内閣で PB 目標撤回、２０１０年民主党政権発足

菅内閣で PB 目標再導入し２０２０年 PB 黒字化を閣議決定し民主党政権下では１２％

改善したが一方では債務対名目 GDP 比は１３％悪化させてしまった、この閣議決定が

安倍政権に重くのしかかっている。 

 スティグリッツとクルーグマンは PB など財政成約を徹底批判し緊縮財政を止めること

を主張している。 

｛ ギリシャとアルゼンチンを破たんさせたのは PB 目標だった ｝ 

１． アルゼンチンは１９９０年代に IMF 救済融資条件で２００３年までに PB ゼロ要求され

て結果的に実質 GDP は５５３０億ペソから４５１５億ペソへ急落し PB 目標は黒字化す

るも財政は破たんした。 

２． ギリシャは２００８年のリーマンショックで PB が一気に悪化し IMF から融資を受けて

緊縮財政を約束し増税と歳出カットを繰り返し２０１３年 PB は黒字化するも GDP は

四分の一も毀損、失業率は２６％以上、若者層では６０％以上で２０１５年に再び破綻

の危機。 

｛ PB 黒字化は均衡財政を阻み・更に景気を悪くさせる ｝ 

 財政制度審議会（財務省の諮問機関・座長は吉川洋元東大教授）は税収の見込み

分より景気拡大余分の収入増部分を債務削減に回すべきだと、一方政府の経済財政

諮問会議（議長安倍首相）は税収の底上げの相当する部分を主要政策の財源にすべ

きだと示唆した、仮に税収部分を２兆円とし借金に返済すると債務は縮小するが GDP

は変わらず、一方支出に回すと GDP は４兆円増えるので債務対名目 GDP は２倍改善

されることとなる。                                        P ４ 



  ２０１６年４月マーケット関係者対象の市場心理調査では景気対策の中で 第一位は

「財政支出の拡大」 が最も有効３３％、第二位は所得税減税・消費税増税延期で各

２５％ マイナス金利の拡大は１％でありスティグリングやクルーグマンも深刻な景気

停滞期には唯一の効果的な手段は財政政策であると。 

｛ 反緊縮は今や世界的潮流 ｝ 

 米国のトランプも積極財政主義者、２０１６年伊勢志摩サミットでも世界経済を回復さ

せるべきと考える日・米・仏・伊・カナダと徹底的な緊縮を推進しようとする独と様々な

議論がされた。 

｛ 世界経済の収縮は既にリーマンショック級 ｝  別表 ４ 

 世界貿易額は２０１３年から減少、２０１５年までに３割近くも減少。 

｛ デフレ脱却のための財政拡大には 「出口戦略」 が必要である ｝ 

①  均衡財政原則＝財政は 「中立」 を基本として状況に応じ、機動的に柔軟対応で

行くことが安定的な経済発展のために重要。 

② 債務対名目 GDP 比の安定で縮減、名目 GDP の成長及び金利が低いと縮小して

いく、PB も縮小する。 

③ いかなる時も財政政策はワイズペンディングが基本 ① 民間・公共部門に於ける

短期志向 ② 基礎研究への投資不足、多くの国ではインフラへの投資不足 ③ 

教育・若者の健康への投資 ④ インフラとテクノロジーへの投資 ⑤ 環境と住みよ

い街にする為の投資 これらの事こそ財政拡大で求められている、但し大規模工場

や大規模商業施設の短期投資は供給を直ぐに拡大しデフレギャップが埋まりにくく

望ましくない。 

④ インフラ投資こそデフレ脱却のための最大のワイズペンディング、道路や港湾、新

幹線などが最も効果的な投資であり地域経済や社会を支える効果に加えて ① 供

給を即座に増進しない ② デフレ脱却後の長期的経済成長を牽引 ③ デフレ脱

却に必要な投資規模である ④ 計画的に進められ、民間投資をより効果的 に加

速させる 問題は我が国の風潮ではインフラ投資だけ忌避される傾向。 

｛ 公共事業不要論というデフレの鬼っ子 ｝  別表 ２ 

 デフレ下では家計も企業も過剰な 「緊縮」 と 「競争」 晒され続けている、それが正

しい道徳論と間違った思想が正当化されている。  

｛ 日本の借金は公共事業のせいか？ ｝   別表 ３  別表 ５  

 １９９８年社会保障費関係１５，７兆円 ２０１５年は３１，５兆円               P ５ 



公共事業費は１９９８年１４，９兆円が２０１５年は６，５兆円に縮小している事でも明らかに、

公共事業は多額の借金の原因ではない。                                       

  

 高速道路網では英・米・独に比してあまりにも格差があり過ぎて地方ほどひどい状態 

（三国の高速道路網は網の目状で全国くまなくあるが日本のそれはスカスカでひどい） 

 新幹線でも日本は２０万人以上の人口都市で接続されていない都市が「２１」もあるが 

ヨーロッパではほとんどなく 仏で２都市 独は１都市のみ、日本の高速通信網・新幹線 

共に先進国とは言えないレベル、そしてインフラ水準の格差は直接経済成長力格差に

直結、１９９６年当時の主要国のインフラ費用を１００とすると日本４７と半減、伊は１３３、仏

は１６６、米は１９２、韓は２４７、英は２９３、カナダ３２７。  別表 ２ 

更に日本は諸外国では想像もできない巨大な自然災害リスクがあるにも拘らずイン

フラ整備や公共事業が不要とする人々はこれらのデーターの客観的な事実を無視す

ることは許されない。 

｛ アベノミクスを成功させ６００兆円経済実現の為の提言 ｝ 

１． ２０１７年の消費税増税は延期～世界経済の収縮は既にリーマンショック級であり、

消費税を増税すれば消費は更に減退し成長率が鈍化することは必至だ 

２． 財政政策を基本とした 「所得ターゲット政策」 を改めて宣言～２０１５年秋に総理が

宣言した６００兆円経済の実現は平均国民所得を８０万円増進する取り組みであると 

３． デフレ完全脱却こそ最大の 「財政健全化政策」 と宣言～デフレ脱却後は、過剰

な財政出動は勿論必要ない 

４． ３年以内の 「デフレ完全脱却」 を目指し 「規律ある財政拡大」 を図る～初年度

は１５～２０兆円程度の財政政策が必要である、PB を財政出動の制約と考えない事 

５． デフレ完全脱却後は 「中立的な財政運営」 を図る～我が国が G20 に於いて国際

社会に公約している最も重要な財政健全化目標は「債務対名目 GDP 比」の縮減 

｛ ２０年間にわたり停滞した日本化と云われるデフレの実態 ｝ 別表 １ 

 名目 GDP は１９８５年から１９９５年まで日本は３倍以上の５００兆円、欧州はストック比較

で日本の約２倍、中国は日本の五分の一程度、米国は日本の約１，５倍、その他の国は

約１，２倍、それから２０年後の２０１５年には中国は日本の約２倍に（成長倍率では１０倍）

米国は日本の約３，５倍に、欧州は４倍以上に、その他は５倍弱と２０年間に渡って日本

一国がデフレ停滞の一方、各国は経済成長によって歴然たるGDPの格差を拡大した。 
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